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著者らはユーザにセキュリティ対策を促進させるため，

セキュリティ行動変容ステージモデル[1]に応じて，OS更

新に着目した行動変容アプローチを検討している．セキュ

リティ行動変容ステージモデルは，ユーザをセキュリティ

意識や対策実施状況に応じて，無関心期，関心期，準備期，

実行期，維持期の 5 つのステージに分類するモデルであ

り，無関心期から実行期までのユーザを維持期に向上させ

ることと，維持期のユーザのステージを維持させることが

重要であるとされている[1]． 

これまでに，我々は 1か月間の短期実証実験を実施し，

OS更新を促進させるための通知メッセージ（以下，メッ

セージ）の有効性を検証した[2]．しかし，前回の実験[2]で

はメッセージ配信が 1回であったため，継続的な更新率の

検証や維持期のユーザにおけるステージの維持状況を検

証できていなかった．そこで本論文では，Windows10を

週に1回以上利用している社員 28名を対象に，約 3か月

間の長期実証実験を実施し，3つの仮説と事後アンケート

の内容を検証する．配信メッセージの一例を図 1に示す． 

⚫ 仮説 1：毎月の更新状況に変化がないと仮説を立て，

これを検証するためにメッセージを毎月 1 回（合計

3回）配信した場合の更新率を比較する． 

⚫ 仮説 2：維持期のユーザに対してステージを維持でき

ていると仮説を立て，これを検証するため，実験開始

前から実験終了後までの期間で毎月1回（合計4回）

のアンケートを実施し，ステージの変化を分析する． 

⚫ 仮説 3：毎月同じメッセージを配信する場合と毎月異

なるメッセージを配信する場合で更新率が異なると

仮説を立て，被験者を 2 つのグループに分類して各

グループの更新率を検証する． 

⚫ 事後アンケート：更新率やステージの維持に影響し

ているユーザ要因を明らかにするため，事後アンケ
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ートで配信メッセージやユーザ特性に関して回答し

てもらい，相関関係を分析する． 

本論文の貢献は下記の通りである． 

⚫ 仮説1：3回の配信結果に対して月毎の更新率に大き

な変化は生じず，メッセージの有効性を検証できた． 

⚫ 仮説2：実験開始前に維持期であったユーザの多くは，

実験終了後までステージを維持できていた． 

⚫ 仮説3：毎月同じメッセージを配信する場合と毎月異

なるメッセージを配信する場合で更新率に差がみら

れなかったが，事後アンケート結果より，毎月同じメ

ッセージを配信する場合を好むユーザが多い． 

⚫ 事後アンケート：ユーザが重要視するメッセージの

構成要素（文章，UIデザイン，配信タイミング）は

人によって異なり，UIデザインを一番重要視してい

るユーザのステージが変化しやすい． 
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図 1  配信メッセージ例 


